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研究成果の概要（和文）：第1の成果は、韓国、台湾、中国への現地調査を踏まえ、各国における性教育の制度的基盤
と課題を明らかにしたことである。また性教育教材の開発の状況などについても把握することができた。第2に、第1の
成果から、日本の性教育の深刻な問題状況と課題を、国際的な視点および東アジアの中で相対化することができた。第
3に、こうした状況を克服するひとつの方策として、学習指導要領を踏まえた日本における包括的性教育の枠組みを作
成した。第4の成果は、第２、第３の成果を授業研究、教材開発に結びつけ、実際に国立大学附属中学校の養護教諭、
公立中学校の保健体育の教員と共同で、中学校の性教育実践プログラムの開発を行ったことである。

研究成果の概要（英文）：The first result is to have clarified each institution of sexuality education and 
problems in East Asia; Korea, Taiwan and China. And we grasped about the situation of development of sexua
lity education teaching materials. Secondly, from the first result, we verified that Japanese sexuality ed
ucation has serious problems in comparison with East Asia countries and from an international viewpoint. T
hirdly, I made the frame of the comprehensive sexuality education in Japan based on the government course 
guidelines in order to overcome such situation. Lastly, from the second and third result, We have develope
d the sexuality education programs for junior high school in cooperation with the school nurse teacher and
 health and physical education teacher of the junior high school.
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１． 研究開始当初の背景 
(1)国内外の研究的背景 
第 1に、東アジアという枠組みで性教育の
特徴を明らかにしようとした背景として、こ
うした取組がこれまで皆無であり、その意味
で、本研究は先駆的なものとなるという点を
あげることができる。日本においては、性教
育に関する研究そのものの層が薄く、諸外国
の性教育についても、欧米への着目は比較的
なされているが、韓国、中国における性教育
についてはさほど注目されているとはいえ
ない。しかし、韓国においては、1997 年よ
り、性教育の授業時間数について「年間 10
時間の義務化」が定められ、中国においても、
少なくとも都市部においては、2000年以降、
各地域で学校性教育の必修化が進んでいる
と言われている。ただし中国については、都
市部と農村部では状況が異なり、香港、台湾
なども視野にいれると状況は複雑である。い
ずれにしても、諸外国の性教育については紹
介のレベルにとどまり、その性教育内容や教
材についての詳細な分析・比較研究はこれま
で見られない。加えて、性教育の実態を分析
する際には、その国のジェンダー・セクシュ
アリティをめぐる社会的・文化的背景に着目
する必要がある。多様性を重視し、包括的な
性教育の実現を目指す北欧やオーストラリ
アの性教育に学ぶところは大きいが、それを
そのまま日本に取り入れることには当然な
がら限界がある。その限界がどこにあるのか
を明らかにするためにも、東アジアという枠
組みで、その社会的・文化的特徴を押さえる
ことは重要である。 
第 2に、教員と研究者の共同で、性教育の
教材および教育方法の開発、さらに授業研究
を行うといった取組みもまた皆無に等しい
という背景をあげることができる。性教育に
限らず、教材開発や授業研究において、教員
との共同は必要不可欠であるにもかかわら
ず、2000 年以降に激しさを増した性教育に
対する攻撃という状況の中で、特に性教育に
関しては、教員の協力を得ることそのものが
困難になっている。こうした中で、本研究は、
日本では比較的困難な教員との協力を前提
とした研究体制の基で、継続的な授業研究を
実施しながら性教育教材を開発しようとい
う先駆的な性教育研究である。このような研
究体制に加えて、本研究の最も大きな特徴は、
北欧、オーストラリア、カナダ等の性教育教
材にも学びながら、なおかつ東アジアの文化
的特殊性を踏まえることによって、日本にお
ける子ども・若者の現実に即した性教育の具
体的課題とそれに答える教材開発、そのため
の授業研究を行おうとする点にある。 
第 3に、今日の日本における子ども・若者
を取り巻く性的環境が、性教育の不在という
問題も含め、劣悪な状況にあるという背景を
あげることができる。こうした中で、日本の
性教育実践はその積み重ねも十分とはいえ
ず、性教育教材も充実している状況とは言い

難い。性教育が学校教育の中に位置づけられ
ている諸外国では、政府の女性政策・教育政
策関係部署や家族計画センターなどが中心
に、性教育教材、教具、方法等の開発を積極
的に行っており、教員がそれらに容易にアク
セスできるようになっている。本研究は、性
教育を実践したいと考えている教師とって
有用な性教育教材を、性教育に実際に取り組
んでいる教員との共同研究のもと開発する
ことを目的としている。 
(2)これまでの申請者の研究的背景 
申請者をはじめとする研究メンバーのこ
れまでの研究的な背景として、まず、研究代
表者は、2004 年に台湾、2007 年に日本、2010
年に香港で開催された第 2～4 回アジア性教
育学術会議に参加・報告し、また、2008 年に
韓国で開催された「韓国と日本の性教育セミ
ナー－韓日十代の性文化と性教育の戦略」に
おける講演など、アジアの性教育についての
情報収集と研究交流を継続的に行ってきた。
さらに、研究代表者および研究分担者は、上
記セミナーの機会を利用し、性教育の教材開
発を行っている青少年性文化センターや女
性センター、各国家族計画協会への見学・研
修を行っている。本研究は、こうした機会に
積み上げてきたネットワークを利用し、また
その際に収集してきた情報、性教育教材をあ
らためて分析の対象とし、本研究の目的に迫
るものである。 
また、研究代表者および分担者は、性教育
の国際的な動向を把握するために、オースト
ラリア、フィンランド、イギリス、ドイツな
どの性と教育をめぐる状況について海外調
査を実施してきた。特にオーストラリアの性
教育については継続的に調査を行っている。
教員との共同研究による教材開発・授業研究
に関しては、研究代表者および分担者は、全
国に会員約 800 人を有する“人間と性”教育
研究協議会の活動の研究部門に関わってお
り、その活動の中で、性教育実践研究に積極
的に取り組む教員達との交流を深め、性教育
実践をまとめる仕事に携わってきた。特に、
2007 年度より取り組んできた日本学術振興
会科学研究費研究〔基盤研究（C）〕「1970 年
代以降の日本における性教育の実態とその
有効性に関する研究」（研究代表者・田代美
江子、課題番号 20530718）に取り組む中で、
私立高等学校と公立中学校において、授業研
究とテキスト制作を具体的に進めてきた。 
 
２．研究の目的 
本研究の具体的な目的は以下の 3点であ
る。 
（1）韓国、台湾、中国大陸における性教育
の背景、制度的基盤、その具体的内容および
教材分析を行い、日本の性教育との比較分析
を行う。 
（2）性教育先進国である北欧、オーストラ
リアなどをはじめ国際的な包括的性教育の
動向を踏まえた上で、日本を含む東アジアに



おける性教育の特徴と課題を明らかにする。 
（3）東アジアにおける性教育の課題を踏ま
え、学校現場の教員と協力し、教材および教
育方法の開発、授業研究を行い、日本の子ど
も・若者の現実と要求に即した性教育実践の
具体的課題と展望を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
研究目的(1)に関しては、現地調査を積極
的に実施し、各国の性教育関係者、研究者と
の交流を図り、性教育教材の収集を積極的に
行った。具体的には、韓国については、性教
育に積極的取り組んでいる保健教育担当教
師のグループへのインタビュー、青少年性文
化センターへの訪問と実践見学、HIV/AIDS 予
防との関わりで、セクシュアル・マイノリテ
ィグループとの交流等を行った。台湾では、
台湾の性教育を中心的に担っている、台湾性
教育協会及び杏陵医学基金会を訪問し、これ
までの台湾の性教育の取組についての調査
を始め、教師のための性教育研修の見学、教
材の収集を行った。さらに、HIV/AIDS 予防関
係機関、ジェンダー平等教育協会への調査も
実施した。中国については、四川州成都で開
催された第5回アジア性教育学術会議に参加
し、中国における性教育研究者との交流を図
り、さらに、成都にある性教育研究センター
を訪問し、教材収集を行った。 
研究目的(2)に関しては、研究メンバーが
すでに実施してきた、オーストラリア、フィ
ンランド等の性教育の実態や教材について、
あらためて検討すると同時に、包括的性教育
の国際的動向を、交際法、国際文書を中心に
詳細に検討した。 
研究目的(3)については、公立中学校の保
健体育科の教員との共同で、授業案作成、生
徒への事前事後アンケート、授業実践を 3年
間にわたって継続的に実施し、中学校での性
教育プログラム作成を目指した。 
 
４．研究成果 
（１）東アジアにおける性教育の制度的基盤
とジェンダー平等の視点 
第 1の成果は、韓国、台湾、中国への現地
調査により、それらの国々における性教育の
制度的基盤および課題を明らかにできたこ
とである。 
①女性政策が基盤にある韓国の性教育 
韓国では、1980 年代に文教部（現・教育科
学技術部）が性教育の実施を発表し、｢性教
育指導資料｣が作成され、各学校に配布され
ている。しかし、学校での性教育はほとんど
実施されなかったという。その後、2000 年に
は小・中・高校の教育課程で性教育のカリキ
ュラムが義務化されており、2008 年には、学
校教育過程での性教育が必修となっている。
こうした動きを先導してきたのは、現在の教
育科学技術部であり、その中に設置された女
性教育諮問委員会が、1998 年には性教育諮問
委員会と名称を変え、性教育に対する具体的

な基本政策を示し、学校での性教育の重要性
が強調されるようになった。2002 年教育科学
技術部は、学校における性教育推進を目的と
し、｢性教育教授・学習資料開発支援計画｣を
発表している。韓国の性教育は主に保健教育
の中に位置づけられており、2009 年から性教
育を含む保健教育が体系的に整備され、2010
年度からは｢保健｣という科目が設置される
ことになった。 
こうした動向に大きな影響を及ぼしたと
考えられるのが、全国の保健教師が組織する
「保健教育フォラム」である。韓国の保健教
師は、日本の養護教諭と同様に学校看護師で
はなく、学校保健に責任を持ちつつ健康教育
を担当する教員資格を持つ教師である。この
「保健教育フォラム」の運動によって、健康
教育の時間が増え、また、学校で使用される
テキスト作成も行っている。また、学校外で
の性教育実践も充実しており、韓国の女性政
策を担う女性家族部が大きな役割を果たし
ている。女性家族部が進める青少年政策とし
て、2000 年 2 月に｢児童・青少年の性保護に
関する法律｣が制定され、この法律によって、
韓国の各地に｢青少年性文化センター｣が設
立されている。 
②台湾性教育協会・杏陵基金会が先導した台
湾の性教育 
台湾における性教育への取り組みは早く、
1970 年代からその歩みを確認することがで
きる。1989 年には、晏涵文によって、国内で
初めての性教育を広めるための民間団体で
ある「家庭生活と性教育センター」が設立さ
れた。「杏陵医学基金会」が財政的な基盤と
なり、1991 年には「中華民国性教育協会」が
設立され、2001 年に「台湾性教育協会」と改
名している。本協会は民間団体であるが、性
教育推進の方向性については政府と同じ立
場であるとしている。教員への性教育研修も
本協会が担っており、HIV/AIDS 予防教育のた
めの研修など、小・中学校教員対象に開催さ
れている。 
制度的基盤についてみると、1990 年代後半
から、若者の性行動の活発化、それに伴う性
犯罪への対処といった形で、1997 年には「性
侵害犯罪防治法」、1999 年の「児童及少年性
交易防治条例」といった法律が整備されてい
る。さらに 2001 年教育改革による「小中９
年一環課程」の全面実施も、子どもの活動を
中心とした授業方法を推進するなど、その教
育方法や評価方針に変化をもたらすことで、
性教育の内容の充実に結びついていく。 ま
た、台湾の現在の性教育は、2004 年に制定さ
れた「性別平等教育法」が重要な基盤となっ
ている。「性別」とは、「ジェンダー」の訳で
あり、この表現には、「男女」だけではなく、
多様な性の存在が含意されている。これによ
って台湾では、性差別を解消し、実質的なジ
ェンダー平等を促進するため、ジェンダー平
等教育が学校に明確に位置づけられたので
ある。この法律が基盤となり、小・中学校で



の性教育の内容がさらに充実すると共に、
2006 年には高校での「健康與護理（健康と看
護）」が新たな科目として設けられることに
よって性教育を受ける機会が高校でも保障
されることになった。 
 また、2010 年には、台湾における性教育の
指針として、『学校性教育【工作指引】』（以
下『指引』）が出されている。これは、教育
部（日本の文科省にあたる）が杏陵基金会に
委託する形で作成され、ユネスコによる『国
際性教育指針』や SIECUS の『包括的性教育
のためのガイドライン』を参考に作成されて
いるだけではなく、性教育協会・基金会によ
る性教育研究、資料をふまえたものとなって
いる。この他、性別平等教育協会、台湾紅絲
帯基金会（台湾レッドリボン基金会）といっ
た団体も、性教育教材作成や性教育の出前授
業などに積極的に関わっている。 
③「青春期教育」としての中国の性教育 

 中国では、1980 年代以降に学校性教育が本
格的にスタートしたといわれている。その背
景となる中国におけるセクシュアル・ヘルス
／ライツに関わる法的基盤のひとつとして、
1992年に第7期全国人民代表大会第5回会議
で採択・施行された「中国婦人権益保護法」
（以下「保護法」とする）をあげることがで
きる。これは、女性の地位を高め、女性の基
本的な権益を保護するための法律とされ、①
男女の権利平等、②女性の権益に対する特別
な保護、③社会保障制度の整備、④女性への
差別・虐待・加害の禁止という 4つの原則に
基づき策定されている。中国における国家に
よる人口政策は、さまざまな問題を抱えてお
り、人口政策の影響による女性の性と生の侵
害は、この法律を成立させた社会的要因のひ
とつとなっている。 
 性教育に関する具体的政策について概観
すると、1988 年以降の中国の性教育政策は大
きく２つの段階に分けることができる。第 1
段階は 1988 年～1993 年とされており、この
期間に、各行政と立法機構は性教育に関わる
法規定や綱要を公布している。中国では、若
者の性に関する教育を「青春期教育」として
おり、第 1 段階では、「青春期教育」の位置
づけについて 2 つの方向性が示されている。
ひとつは徳育の中に「青春期教育」を位置づ
けるもの、もうひとつは学校教育課程に健康
教育を位置づけ、そこで「青春期教育」を保
障しようとするものである。1991 年 12 月に
は、中国は正式に「子どもの権利条約」を批
准しており、それとの関係で、子どもの生命
権、健康を共有する権利として性教育が位置
づけられている点は重要である。 
 第 2 段階は 1994 年から現在にいたる過程
である。この段階では、国際的な動向に強い
影響を受け、特に、1994 年の国際人口開発会
議（カイロ会議）で出された「行動計画」へ
の取り組みの形で、中国政府は積極的に関連
する政策法規を成立させている。この第 2段
階では、学校内の子どもだけでなく、学校外

の「流動児童」に対する性教育も意識されて
いる。1995 年の国家計画育成委員会による
｢中国計画育成綱要 1995～2000 年｣の策定以
降、中国政府は包括的な性教育を実施するた
めの基盤を整えている。 
 2000 年以降は、特に HIV/AIDS 予防教育に
力点が置かれており、学校では、子どもたち
が HIV/AIDS に関する知識と健康的な生活習
慣を身につけ、HIV/AIDS からの自己防衛意識
と感染を防ぐことのできる能力を高めるた
めの教育が進められることになっている。 
 こうした法的基盤のもと、具体的な性教育
への取り組みも進められつつある。たとえば、
2006 年に四川省教育庁から認められる形で
四川性社会学與性教育研究中心（以下、セン
ターとする）が設立されている。センターは、
成都工業学院内にあり、そこでは組織的に、
性教育研究、教材開発、性教育教員研修、性
教育実践など性教育普及のための幅広い活
動が行われている。法整備をはじめとする今
日までの動きを見ると、中国政府が性教育へ
取り組む姿勢を示していることは確かであ
り、それは性教育実践の確かな基盤になりう
るものである。 
 
（２）日本における性教育の脆弱的基盤 
 第２の成果は、日本における性教育をめぐ
る状況を、国際的観点から、また第１の成果
である東アジアの状況の中で相対化したう
えで、日本における包括的性教育の可能性を
「性教育の手引き」という形で示したことで
ある。 
韓国、台湾、中国大陸の性教育の制度的基
盤をみると、いずれも、学校教育に性教育を
位置づけていく方向に進んでいることがわ
かる。もちろん、制度的基盤があったとして
も、学校における実践が、子どもの性の権利
を実質的に保障するものとなるためには、儒
教的な価値観・家族観・男女観をはじめ、ま
だまだ多くの課題が各国に残っている。 
 それもで、制度的な基盤があるということ
は、性教育が発展し、実質的なものになって
いくための出発点である。こうした韓国・台
湾・中国の状況からも、日本の性教育の基盤
が極めて脆弱であり、多くの課題を抱えてい
ることは明らかである。制度的基盤に限って
みても、文部科学省が性教育の方針を具体的
に示したのは、1999 年に出された『学校にお
ける性教育の考え方、進め方』が初めてであ
る。しかも、それによって学校の性教育が推
進されることはないまま、21 世紀に入るやい
なや、HIV/AIDS 予防の必要性から厚生労働省
が作成した中学生のための教材『中学生のた
めのラブ&ボデ BOOK』に対する保守派の攻撃
から始まり、文科省は性教育を攻撃する側に
回るのである。性教育バッシングが激化する
中で、子どもの学習要求に誠実に向き合う教
師が積みあげてきた性教育実践は後退して
いくことになる。現在に至っても、日本の文
科省は性教育を積極的に推進する姿勢は示



していない。もちろん学習指導要領には、「思
春期の身体の変化」など、性教育に関わる問
題は分散してあげられてはいる。 
しかし、性に関する部分では必ず、「指導
に当たっては、発達の段階を踏まえること、
学校全体で共通理解を図ること、保護者の理
解を得ることなどに配慮することが大切で
ある」ことが強調され、ミニマムエッセンス
であるはずの学習指導要領からの「逸脱」を
強く規制する方向に抑制されている。こうし
た文科省の姿勢は、学習指導要領小学校理科
の「人は母体内で成長性生まれること」とい
った学習内容に、わざわざ「受精にいたる過
程については取り扱わないものとする」とい
う「歯止め規定」が付されるなどにも表れて
いる。いずれにしても、1999 年の手引き以降、
文科省は性教育を体系的に示していないば
かりか、学習指導要領においても性教育とい
う言葉は一切使用していない。この学習指導
要領によって、教科書の内容統制もなされて
いる。 
 こうした状況が、『性教育国際指針』に示
されている性教育からはもちろん、韓国、台
湾、中国という東アジアの国々からも大きく
立ち後れていることはあきらかである。これ
が、日本における性教育の「基盤」の現実で
ある。しかしながら、国際的な性教育の動向
を踏まえ、包括的性教育が、単に性の生理学
的な側面、生物学的な側面に限ったものでは
なく、価値観の形成やそれに基づく行動選択、
関係性の構築に関わる問題に密接に関わる
学びだととらえれば、日本の学習指導要領に
基づきながらも、多くの学習課題があること
がわかる。こうした観点から、日本における
包括的性教育の手引きの構築を試みたのが
第２の大きな研究成果である（業績・雑誌論
文⑳）。 
 
（３）中学校における性教育プログラムの開
発 
 第３の課題は、第１、第2の成果を基盤に、
中学校における性教育実践プログラムを作
成した点にある。ここでの成果は、以前に実
施した日本における性教育実践の実態に関
する量的調査も参考にしている。調査から
明らかになった性教育実践の大きな問題の
ひとつは、時間の確保の困難さであったが、
各学年 2時間、中学 3年間で 6時間なら確
保できるのではないかといった時間数の問
題、その限られた時間で何を教えるのかと
いった、中学生にとって必要な学習課題に
ついての検討なども行い、中学校 3 年間で
表１のような内容の実践プログラムを検討
し、そのモデル授業を検討してきた。また、
どの学年で何を教えるのが適切であるのか
といった発達段階との関連についても試行
錯誤しながら検討してきた。この他、保健
体育の授業として、性感染症、エイズの授業
づくりも行った。 
プログラム開発にあたっては、現場の教員

との協力関係のもと、授業案の検討、授業
実践、生徒への事前事後調査、生徒の感想
分析、生徒へのインタビュー、性教育に取
り組んだ教員への調査・インタビューとい
った作業を繰り返し、一つひとつの授業を
発展させることができた(業績、図書⑥)。 
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